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はじめに
本論文の草稿は3 私の学位論文(1林内殖民制度に関する研究一北大演習林の林内殖民制
度JIF北大演習林研究報告』第31巻第2号， 1974)の一部分として， 1972年の春に作成した
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ものである.しかし，その学位の請求にあたっては，他の構成部分(東大演習林，御料林，
道有林p 国有林)の草稿とともに削除した.
その後，私はこれらの巨大所有のもとにおける山林経営の展開を，単に林業・林野問題
としてではなく，日本資本主義における土地 (所有)問題の一環として把え3 その統計的
分析および個別事例の調査 ・資料収集を個人的に積み重ねてきた.また， 1977年に開始さ
れた小関隆棋北大教授を中心とする研究会p および近年の林業経済学会シンポジウム等か
ら，土地問題に関して多くのことを学ぶことができた.
この間， '70年代初頭以降の全国的な資本によ る土地投機を契機とする「新たな土地問
題」が現出するなかで，これらの巨大所有は， その資本による支配の基底をなす「古き土
地問題」としてその存在を再認識されるようになった そして，これらの民主的止揚を含
むp 土地問題の総合的解決の道が「第二次土地改革の具体的構想」として1973年6月提示
されている.
また'80年代に入ると，1983年3月「臨時行政調査会」の最終答申が出され，こ のなか
で，明治期以降わが国におけるこれら巨大所有の「支柱」として存在した固有林野の資産
処分が提示され，これに引きつぐ84年1月「林政審議会」答申はp 国有林経営の財務改
善=赤字克服の手段と して，その土地所有の解体(林地を含む売払い処分，分収持分権の
処分)，形骸化(新たな分収林の設定，直営事業の民営化)を具体的に指示することとなっ
た.
私はこれらに象徴される，'80年代の土地所有をめぐる動向を，国家独占資本主義に よ
る新たな土地支配体制構築のなかで3 その手法としての古き土地(所有)問題の資本によ
る反国民的な止揚策であり，それは新たな土地所有再編の胎動で、あると考えるに至った
そこでp これらの問題を究明するために，ここ10数年来温めてきた旧草稿をあらためて
再構成し 上梓することとした なおp 本論文は目次に示す構成よりなるが，紙数の制限
もあり p 本稿においては3章までとし，それ以下は次号に上梓する予定である.
1.林野所有の形成過程
1)林野制度の確立と林野所有の形成
(1984年8月29日記)
わが国における近代的林野制度は，-明治維新を起点とする上からのブルジョア的諸 改
革は，明治6年の地租改正を基軸として，封建的土地所有の再編成のうえに推進J(山崎
慎吾『日本林業論』潮流社， 1950， p.3)された，近代的土地制度の一環として成立した.
この維新改革を通じて ，-打ち出された林野所有の特徴は，(1)国家的林野所有(固有地，
御料林p 公有林野を含む)， (2)地主的林野所有， (3)部落共同体的土地所有(後に公有林野の
整理 ・統ーを経て， 一部は(1)に編入され，残余は持分権乃至は利用権の分解の傾向を辿
り，一面において，地主的土地所有の安全弁的な機能を果した.)の三類型であった.J (同
上 p.6)つまり，林野においては農地と異なり， その「封建的土地領有の解体のなかから
打ち出された土地所有J (向上 p.3)は，封建制下における林野の農民的利用形態を引き
つぎ，その所有は基本的には私的個人的(端初的農民的)所有として成立せず， その封建
的所有関係=(領主的所有対共同体的占有)の解体 ・再編の過程で，部落共同体的所有と し
て形成された.ここに成立期における林野所有の土地所有一般に対する特質がある. これ
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以後主としてこの共同体所有の持分権ないしは利用権の分解によって，農民的林野所有が
除々に形成されていくのであるが，それは「上から」の林業 ・林野政策およびわが国農業
における林野利用形態の後退と深く関わりあっているのである.この農民的林野所有の形
成過程は，わが国における農民的土地所有の形成との関わりにおいて本稿とは別に考察さ
れねばならない1凶.この「林野所有においては，特に，国家的土地所有が圧倒的な比重を
形成し，地主的土地所有の重要な支柱的位置をしめp 農民に対する経済外的強制の物質的
基礎をなしたJ(向上 p.3) とされる.
このように維新改革を起点とする林野所有の形成は r…一，明治以降「日本型エンク
ロジェアー』によって上からの『近代化』をすすめられてきた林野所有の基本構造は，戦
後においても変革されずIl'日本農民の土地飢鍾』が一層激化する中で，…..(中略)，戦前
期と同様p 農民的土地所有の封殺の上にp 独占資本の支配的ヘゲモニーによって再編され
ていくのである.J(奥地正「戦後日本資本主義と林業 ・山村問題の展開構造JIl'立命館経済
学.J]22巻 5・6号， 1974， p.143) 
以上のように，わが国土地所有における巨大な国家的林野所有を中核生する公有林 ・私
有林の巨大所有の存在は，明治期以降， 一資して，零細農耕をその基底とする零細「私
的」 土地所有に対立 ・対抗し，林野の農民的利用を制限p 排除，封殺してきたのであっ
た.それは，今日においては，資本の土地支配の基盤をなし r古き土地問題」として'70
年代以降のわが国における「新たな土地問題」のなかで，現段階における土地問題の重層
的な矛盾構造の基底を形成しているのであるω.
本稿においては，こうした歴史的に形成され，今なおわが国における巨大土地所有の基
盤をなす林野における私的巨大所有について，その土地所有の形成とそのうえに展開する
諸土地経営の歴史的展開を，北炭山林の事例をもとに分析 ・考察しようとするものである.
2)北海道における土地制度の展開と林野所有の形成
北海道における土地制度の確立は，明治2年 (1869) の開拓使の設置，同 5年 (1872)
「地所規則 ・北海道土地売貸規則」同10年(1887)r北海道地券発行条例4lJ等の一連の過程
として実施される.
加納 ・田中は，この過程の府県と異なる重要な特徴として，以下の3点に要約 してい
る.r i)維新後大部分の土地は新しい制度の下では官有地に所属すべきものとなり，無主
地固有の原則が北海道の大部分の土地に適用され，そこに国家的土地所有の単一形態が極
めて容易に実現され得たこと.i)明治以前の北海道では農民による土地所有は極めて少
なしそれはかえって維新後の明治政府の官有未開地の処分ならびに殖民地選定区画事業
によって新たに形成されていったこと.ii) 明治政府による官'有未開地上への夫々の所有
権の設定にさいし，農牧楠樹適地は私有に移す方針がとられ，また，はじめ小農扶殖の目
的から設けられた処分面積の制限は，その後の開拓政策の転換から漸次ゆるめられて，我
が固に未だかつてその例をみない大土地所有を生んだことなどである.J(加納互全 ・田中
茂「北海道における私有林野形成の過程JNo.671l'日林講.J]1957，p.21)これ以後p 北海道
における土地所有は， 官有未開地の処分(明治 5~19年)を経て，同19年にはじまる「北海
道土地払下規則」同30年 「北海道国有未開地処分法」同41年「改正p 固有未開地処分法」
などの一連の固有地の分割 ・払下げ政策および向40年「北海道国有林整理綱領」に基く
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「北海道国有林野およひ、産物処分令」による国有林の不要林処分などによって，その原形
を形成していくのであった引.
これらの固有地を土地ホンド(基本)とする再編過程は一方では私的巨大所有を，他方
では新たな国家的所有(国有林・御料林・道有林)を生み出したのである.そして，これ
らの過程のなかで，明治10年代までの国防上の見地からの「北門の鎖鎗」としての小農扶
養による「人民の移住」から， 20年代以降の産業上の見地による「資本の移住」への政策
転換がなされ，これによってp 華族，資本家，地主等への大面積処分が開始された この
事実が一方では r我が固に未だかつてその例をみない大土地所有を生んでいったJ (加
納 ・田中;前掲)のである.他方では「結局，大部分の山林原野は官有地にかこいこま
れ，現在の北海道における国有林の大面積占有となったので、ある.J(小関隆棋 「北海道林
業の発展過程」円ヒ海道大学演習林研究報告.iJVol. 22 No.1， 1962， p.29)とされるように，
「無主地固有の原則」は，北海道の大部分の土地を国家的所有とした.この国家的所有は，
明治23年，御料林の創設(当初 200万町歩，後に63万町歩の縮小)同32年，東京大学北海
道演習林(大正11年まで約3万町歩)，北海道大学演習林(当初は札幌農学校第1基本林，後
に東北帝国大学北海道農科大学を経て北海道大学演習林，大正6年まで約6万7千町歩)
同39年道有模範林創設 (18万8千町歩)同44年道有公有林創設(大正10年までに45万町歩)
として，分割 ・再編されていった.
小闘は，このような過程を「しかし F官林』の解放は極めて不徹底にしか行なわれず，
北海道森林面積の過半が結局は国有林として確保された. 日本資本主義の生成期の原始蓄
積過程において，大面積の林野とその資源を大規模にかこいこんでおこうとした明治政府
の意図が，北海道において最も容易にしかもより完全な形で達成されたものということが
できるJ (小関前掲 p.30)としてその御料林 ・道有林等への再編過程について次のように
評価している rこれらはいずれも国有林ないしは国有的性質をもったものであり，国家
的林野所有の再編にすぎず，明治政府の意図した地主的土地所有制の一環を形成するもの
である.これに対し大正末年にいたって，市町村有林は約12万町歩，私有林は106万町歩
にすぎない.林野所有における国家的所有の優位性を明白に物語っている.J(向上 p.30)
以上のように，北海道における近代的林野所有は，基本的には，原蓄過程における国家
的土地ホンドの確立と，それ以降の分割・再編によって形成されたのである.それは，結
果的には怠大な国有林を中核とする国家的所有を基軸として成立する.
その形成過程を国有林の分割過程としてみると表 1-1のよ うになる.国家的土地ホン
ドであった国有林は，明治19年 (1886)を100とすると，大正10年 (1921)にほぼ50と半
減する.そして，この大正10年にその面積が半減した時点において，この再編過程は終了
表1-1 北海道における国有林商積の推移
年 度 I(都 9)1(1器2)|(1337)|(127)|(1224泊。)I(品)|(i:引(125)
実面積(万町)
指数(%) 
注) 明治19~昭和10年までは r;jヒ海道林業統計」および「国有林事業成績」昭和20 ， 40年は「北
海道林業統計」より作成，なお，樺太 ・千島は除いてある.
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したのであり p このことは同時に北海道における林野制度の確立をも示すものである.す
なわち，この期に成立した枠組(国有・公有・私有)は，その後においても量的に大きな
変化はなく，今日の北海道における林野所有構成の基礎をなしているのである6)
3)私的林野所有の形成と巨大所有の成立
北海道における大土地所有の形成は，明治20年代初頭における開拓政策の「資本の移
住」への転換によって開始される7) 
それは具体的には明治19年 (1886)r北海道土地払下規則」の制定によるのであるが，
この規則によって無償貸付した土地は同19~29年の聞に約40万町歩にのぼったが，その大
部分は事業に着手すらできず返地処分をうけ，実際に払下げられたのは 2万町歩強でしか
なかった.林地として貸付されたものは， 1，746町歩にすぎず，これに牧場の 6，201町歩を
加えても，この期における払下げは私有林形成に実質的な意味をもっていない その大面
積の処分が本格的に開始されるのは，明治30年 (1897)の 「北海道固有未開発処分法」の
制定よりであった.この処分法によって明治30年から同41年 (1908)までに貸付された土
地の面積は142万町歩にのぼるがp そのうち林地(植樹に供する土地)は約7万町歩で，
全体の5%をしめていた.この処分法による土地処分は，北海道における大土地所有成立
の画期をなすものであるがp その旧来の処分法と異なる点は，①未開地を利用目的によっ
て5種に地種区分しその処分の具体的な手続を定めたこと 9 ②処分方法を貸付p 付与，
売払，交換の4種としたことにある.
これによって，従来1人10万坪の制限は，地種別に「開墾に供する土地j 150万坪 (500
町歩)， r牧畜に供する土地j 250万坪 (833町歩)，そして「植樹に供する土地8)j 200万坪
(666町歩)と区分され，大巾に拡大された.また会社叉は組合を以てする場合にはp この
2倍までの貸付を認めていた この植樹地処分をうけたものは r明治31年 (1898)に北海
道炭鉱汽船株式会社は現在の栗山山林を買受け， 34年度には雨龍山林1，324町歩の貸付を
得て積極的に造林にのりだしたとしている.また31年に資本金15万円で設立された北海道
造林合資会社9)は軽)1 (現在の札幌市手稲町…有永)に2，360町歩の貸付を受けて造林に
着手しているj (小関p 前掲 p.43)とされるようにp 北海道の巨大林野所有の形成の鳴=矢
となるものであった.しかしこの植樹地への明治41年までになされた貸付処分7万町歩
のうち，返地処分となったものも多く，実際に付与された面積は不明で、ある.
明治41年にこの「国有未開地処分法」が改正される. (以下30年を rl日法j，この改正法
を「改正法」とする)この「改正法」はp まず大面積処分に対して売払制をとったことで
あり，同時に小農に対しては 「特定地」を指定し条件付き無償貸付により p その成功後，
無償付与をすることとした.また，地種別の1人当り面積を変更し植樹地を800町歩と
し会社，組合等についてはこの 5倍までを認めた.つまり植樹地に関しては，旧法の
66側L 2倍から800町 5倍となり，大所有の形成を推進することとなったので、ある.こ
の処分法によって明治43年 (1910)から大正10年 (1921)の聞に売払処分された植樹地面
積は約5万町歩であった.また同じ期間に旧法処分の貸付から付与となったものは約3.5
万町歩であり，合計8.5万町歩になるが，このうち，売払取消，約7.3千町歩，失効処分 2.2
千町歩があり p 差ヲ17.5万町歩が私有化されている. (小関・前掲 p.46表3参照)
以上のように， 1日法p 改正法の両処分によって，私有化された林野は， 30年代の旧法処
397 
42 山形大学紀要(農学)第9巻第4号
分について資料がなく確認できないが，それらを全て含めても10万町歩内外であったと推
定される.このような処分法による処分とは別に，明治32年 (1899)の「官林種別調査」
とそれにもとずく叶ヒ海道固有林整理綱領10)J による国有林からの直接的な売払いがなさ
れている.この調査による第3種林地=将来私有林として経営すべきものは， 40年の査定
で30万町歩とされp これを41年から30年間で売払う計画であった.この実際の処分は41年
の「北海道固有林野及び産物処分令」および「北海道固有林野売払規則」によって実行さ
れたが，この規則による「現に北海道に於いて鉱業叉は北海道長官の定める重要製品・・・営
む者に対しp 其の事業の為必要な林野を売払うときi1l-J (小関， ifIT掲 p.48参照)は北海道
長官は随意契約で売払うことができるものとなっていた.小関は「国有未開地の植樹地処
分は比較的小面積であったが，この規則によって大地積の私有林が生まれていったという
ことができる」と指摘している (向上 p.49)この国有林よりの直接的売払いはp 明治41
年 (1908)から大正15年 (1926)の18年間に約16万町歩に達したが，そのうち鉱業，重要
生産品製造業の二業種に対しての売払は計 5.8万町歩であり p 全体の約37%をしめていた.
(小関p 前掲 p.49表4，5参照)
以上の外に，私有林の形成に関わるものとして r殖民区画選定事業」がある.これは，
風防林・風防林敷地として開始されるが，明治29年 (1896)の「殖民地選定及び区画施設
規程」では r保有林，風防風致林，水源林」の規程とともにp 薪炭林(1戸当り 4IsJ歩)，
草刈場(同 5町歩)を標準とすることとなっている.41年以降の特定地処分の農地面積
は 1戸分5町歩が規準であったから，仮にこの標準を機械的に当てはめると p ある場合
には本道の農民地土地所有は1戸当り14町歩が標準となることになろう.この殖民地選定
区画事業は，大正8年の「殖民地選定心得」によって，土地利用調査に重点がおかれるな
かで，林地としては植樹地，防風防霧林p 薪炭林地が設定されp 第1期拓殖計画の時期
(l9 1O~1926) に区画された殖民地 160万町歩のうち，植樹地は12.2万町歩に達している.
小闘は rこの標準にしたがって選定された植樹地等のすべてが，その後民有林を形成し
ていったわけで、はないが，その一部は固有未開地処分法によって処分され，私有林形成に
参加したことはいうまでもなし、J (前掲 p.47) と指摘している.
以上のような私有林の形成過程について，小関は 1.....，この間，直接林地として私有
林に繰り入れられた面積のはっきりしているのは明治43年 (1910)以降の第1期拓殖計画
実施期の国有未開地処分による 75，108町歩と私有林予定地としての固有林売払による
158，259町歩(このなかには市町村有林も一部含まれている)の合計233，367町歩である.
結局国有未開地処分および私有林予定地として国有林処分から生みだされた私有林
は大正末期までにせいぜ、い20万町歩台であったので‘はなL、かと思われるJ (前掲 p.5D)と
し「ところが，私有林面積を統計表によってみると，すでに大正13年 (1924)には100万
町歩を超えている.この差は私有林は国有林の不要処分ならびに国有未開地処分 (林地と
しての処分)以外の方法で形成されたと考えねばならない.これは牧場から植樹地への起
業目的の変更と大正9年 (1920)以後の恐慌によって放棄された耕地への造林とが考えら
れる」また加納・田中も 「・・・…，その大半は明治30年以降，中でも第1期拓殖計画実施期
間中に成立した.しかし国有林ならびに国有未開地から直接林地として処分されたものは
比較的少なし牧場目的の固有未開地処分によるものが多しこれらが大正年代の官民有
地聞の境界測量事業の進展につれて私有林野にくり入れられていったわけで、ある・J(加納
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互全 ・田中茂;‘前掲 p.22)と同様の指摘をしている.
つまり，北海道の私有林は，未開地処分にともなう牧場，植樹地の処分，国有林売払い
による私有林形成， そして殖民区画選定事業における付帯地および，大正期以降における
耕地(荒廃地)の林地化を源泉と して形成されたといえ よう.そのなかで成立した巨大所
有は，明治30年以降の国有未開地の牧場 ・植樹地処分と，国有林売払いを直接的な基礎と
するのであるが，その後による私有林内部での再編 ・集中によって P わが国の土地所有に
おける巨大所有と して形成 ・成立しその私的林野所有における中核となると同時に，北
海道林業における所有構造の特徴ともなっているのである.小関は，こ の明治末期から大
正期にかけて，その基礎を形成した私的大林野所有の主なるものの沿革と昭和22年におけ
る所有面積をあげ3 次のように指摘している i以上によっても知られる如く，大山林所
有制の基礎はすでに，明治末期から大正にかけてっくり あげられた.そしてその後も森林
の集中に努力していったことがわかる.すなわち，北海道殖産， 王子経営林p 北海道農林
の諸会社， 三井物産にみる如く， 次第に巨大化していったことが指摘されるJ (前掲 p.53)
北海道の私有林面積は大正14年 (1925)に100万町歩であったが，昭和10年 (1935)に
140万町歩に達 し，これ以後昭和30年代まで大きな変化はない. 1980年センサスによると，
その総面積は約 167万 haとなっ ている 12) なお，その巨大所有の現状については拙稿(注
6) を参照されたい.
注 1)因みに，80年センサスにおける農民的林野所有(農家林家)は約198万戸，520万 haであり，
これはわが国私有林面積の約50J~に当る.この O目5~ 1 ha以下の所有層は戸数で523与をしめ るが， 面
積では8.0%をしめるにすぎず，その平均所有面積は2.6haと極めて零細である.これは零細農耕制の
林野所有における反映でもある.
2)船越らは，昭和30年初頭に，こう した農民的土地所有における林野所有の位置を，岩手県紫
波君1における事例をも とに， 平;場と山村の対比において分析し山村における零細所有層の林野移動
の「停滞性」について Iこれは営農資材源と しての林野所有は既に編成，確立され， 育成的林業に
おける地代よりも，薪炭林， 採草地としての地代が;怠図されているからにほかならない.造林面積の
停滞がこれを示している」としている.(船越昭治 ・安藤琢夫「林野所有の発展に関する基礎的研究」
NO.67 1)'日材、議.!I1952， p.21) 
こう した視点における実証分析は，農民的林野所有の分析において基本的視座となるものである.
平場における減反政策とそれに伴う転作が広範に展開することによって，山村における 「特用作物」
の「平場化」が進行しつつあり，同時に「一村一品運動」による新たな 「村おこし」運動が胎動しつ
つある現状において， 不可欠のものであろう.80年代初頭での平場における地域複合政策と地域休業
政策による 「農林複合経営」政策の政策上の矛盾 ・対抗関係が顕在化しつつある現在，とくに重要な
ものである.
80年代における新たな林業政策と して登場した「地域林業政策」 は，林業政策と山村政策の融合と
いう特徴をもつが，これを山村政策としての側面からみる と，こ うした農業政策との政策展開上の矛
盾を，自主的な 「村おこし運動」の胎動に着目し，これを「上から」 政策的に包摂するこ とによって
糊塗しよ うとするものにほかならない.山村の特用作物の「平場化」 については岩上欣也 I農 山村
におけるナメコ生産娠輿上の諸問題J(1)'林業技術.!INo.503， 1984年2月)， I村おこし」運動については
奥地正「国土政策と山村J (鷲尾良司 ・奥地正編著『転換期の林業 ・山村問題』第16章，新評社，
1983)を参照、.
3) 1983年3月「臨調答申」とこれに引きつづく ，'84年 1月 「林政審答申」 は，国有林経蛍に
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おける「財務改善J 赤字克服の手段として，その資産の①林地を含む土地および分収権の売払い，
②民間資本の林業生産への導入(分収育林制度)，③同じく森林レク事業への第三セクタ一方式による
資本の導入を提起している.林政審はこれを'85年以降5年間で約3，000億円(年間600億円，これは事
業収入の約2割におよぶ)と指示しているが， '83年以降資産処分は急増し， '84年予定額で484億，事
業収入の約16%となっている， (笠原義人「財政危機下の国有林経営『合理化』とわが国林業の再編」
『林業経済dlNo. 426参照)
このような動向は，外材体制下において，すでに，わが国林業における木材生産，供給体としての
中核的地位を失なった国有林経営が，その土地所有においても明治以降の巨大所有の「支柱」として
の位置を失ないつつあることを示している.このことは，国内林業への新たな資本の参入とあいまっ
て 1古き土地問題」を基底とした70年代以降の資本による土地支配の重層構造を資本本位に再編し，
資本による新たな国土資源(森林，土地，水)の乱開発を引き起す危険性がある.小関の指摘するよ
うに 1土地政策の欠除」を現実的な前提としているからである.
なお，現在求められている土地政策の基本は，小関の指摘するように 1公共所有地」の保持・拡
大にあるが，これと現段階の国有林野をアプリオリに「森林の国有機能」として認め p その維持を主
張する議論とは混同されてはならない. (小関隆副t1日本経済調査協議会報告と国有林野事業JI!'林業
経済dlNO.412参照)
'70年代以降の資本による重層的な土地支配構造の分析と，その同時的解決への展望はすでに「第
二次土地改革の具体的構怨」として提示されている. (日本共産党中央委員会 F理論政策dlNo.66， 
1973参照)
また，国内林業への新たな資本の参入の動向については，その「意図」は，日経調報告「森林・林
業政策についてJ (1982年9月)に目標自給率50%として提示され，その現状は，村島によって多角
的な実態の分析報告がなされている. (村島由直「大企業の林業活動」前掲，鷲尾ら編著第11章参照)
さらに 1低成長」下における土地所有をめぐる動向については，岡田が「むつ小川原J (青森県)
を事例に， '70年代の土地投機による資本の「新たな土地所有」の現状について，井口が，島根県仁
多町における藩政期のたたら製鉄事業を起源とする「古き土地所有」の「林地供給事業」政策を横粁
とする解体の局面について報告している. (岡田秀二「地域開発の展開と林地問題JI!'林業経済研究』
No.103， 1983年3月，および井口隆史「中国地方の場合」同上 No.105，1984年3月，参照)
) 北海道の叫地租飢は地糊価の何百分抑の一寸と定め叫られ批た こ品れは， 内川地府限県の土.~~ i;こi比が七ドべれ川ばι与分て、あ100.-~U" v，_ :i 
った. (小関前掲 p.29ならびに『北海道農地改革史(上)dlp.562 1開拓使布達乙25号」参照)
5)高倉新一郎は，この過程を次の 5期に時期区分している.
(1) 土地所有制の確立(明治初年~. 5 年)
(2) 国有未開地の処分(明治 5 年~19年)
(3) 国有未開地の処分法の確立(明治19年~29年)
(4) 北海道国有未開地処分法の制定(明治30年~40年)
(5) 北海道固有未開地処分法の改正(明治41年~昭和20年)
(高倉新一郎「北海道土地制度史JI!'北海道農地改革史(上)dl所収，北海道庁， 1954参照)
6) '80年センサスによると，北海道において林家・会社の 500ha以上層のそれぞれの総面積に
しめる比率は， 9 %， 82%であり，これに国有・道有・市町村有等を加えると p この大規模層のしめ
る面積は約 418万haとなり，総林野面積の 87%となる.また，北海道栄林会「森林所有者名簿』
(1976年12月)によると，私有林 500ha以上層の総所有面積約39万haのうち， 12体(すべて会社で
l万ha以上が 8)の5千ha以上層がその66%をしめている.これらのことは，北海道における大所
有の圧倒的優位の所有構造を示すとともに，国家的公的所有を支柱とする巨大所有が，いまなお，そ
の中核的位置を保持していることをも示している. (拙稿「北海道におけ』る森林経営の展開と林内殖
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民制度JIf'林業経営と森林施業』 北大図書刊行会， 1980，所収，参照)
7)当時の北海道庁長官 ・岩村通俊の明治20年5月の郡長会議における演説 「人民の移住を求め
ずして，資本の移住を是れ求めんと欲す」はあまりにも有名で‘ある.しかし，この方針もこれ以後の
拓殖政策に貫徹したわけではなく r…，日露戦争後の農村不況と関連してすでに明治年代に現われ
ていた大地積無償払下及び自由放任的な拓殖政策に基ずく欠陥は，売払制度と自作農に対する無償付
与制度を混用した固有未開地処分法の改正によって修正されていった.J(前掲，加納 ・田中 p.22)と
40年代に変更をよぎなくされるのであるが，林野においてはこの方針はむしろ大正期まで一貫して実
行された.耕地において大面積処分を制限された資本は植樹地 ・牧場等にその集積対象を求めたから
である.
8)北海道における土地処分法のなかで，植樹地 r植樹ニ供スノレ土地」が規定されたのは，こ
の明治30年の国有未開地処分法が最初であった.これは小林によると「法令上，植樹が対象となった
のは，これがはじめてである」とされるように，わが国の法令上においても最初のものであった.(小
林三衛「林野所有の形成」潮見俊隆編『日本林業と山村社会』東大出版， 1962， p.203参照)
9) この北海道造林合資会社の所有地は，昭和12年10月に，同年8月設立された王子造林株式会
社に7，451町歩が325千円でもって買収されている. (If'王子製紙山林事業誌』農林出版， 1976， p. 587 
参照)
10)この 「北海道国有整理綱領」とそれにもとずく林野処分について，小関は「これは本道国有
林の 『国有林野特別経営事業』とは，内容はいささか異なるけれども，それに相当するものと考えて
良いだろう J (小関;前掲「発展過程Jp.82) と指摘している.
この特別経営事業については rこのようにして国有林の企業的経営は，……中略……地主的林業
経営から資本家的経営としての国有林の位置を確立したJ(山崎，前掲 p.19)のように，国有林経営
の資本主義化の端初とする評価がある.だが，戦前期国有林経営の展開は rしかし， 国有林=巨大
地主経営のこのような「国家資本主義的企業Jl(山崎，前掲 p.19…有永)化，上からの資本主義化
は，その生産過程を根底から革新し，資本主義化するものではなかったJ (奥地正 r国有林における
労働組織の形成と展開ωJIf'立命館経済学Jl23巻5・6号，1975， p.30)のであって，この期の固有
林経営を無条件に資本家的経営の起点とすることは問題がある. その出発点をなした特別経営事業
は，明治40年代以降展開される部落有林野整理統一事業とともに，明治初期に成立したわが国の近代
的土地所有制度の政策の一環として実施されたものである. したがって，小闘が北海道での事実にも
とずいて指摘するように，巨大な国家的林野所有の確保，具体的には民有林との境界確定と不要林の
売払い，にあったので‘あり，この期に開始された諸事業(北海道では大正8年に官新事業と森林土木
事業が開始された)は，これに関わるものとして評価すべきであろう.つまり ，これらの事業は，ま
ず何よりも日本資本主義の土地政策の一環として考察されるべきであり，そのなかでの林野における
「上からの国家的エンタロジュアー」としての国有林野の確立 ・確保にあったのであり，その主要事
業であった造林 ・土木事業(歩道 ・防火線の設定)も境界確定の一環と しての性格をもつものであっ
た.
臨調答申(注3参照)によってその答申のもう 1つの柱として国有林直営事業の解体 r民営化」
が提起されている現在，その直営事業 r国営」をめぐる国有林経営の歴史的位置付けは，その事実
にもとずいて再検討される必要がある.なお，国有林経営とその直営事業をめぐる歴史的性格につい
ては，鷲尾によって今後の議論の出発点が見事に整理されている. (鷲尾良司「国有林業経営論をめ
ぐる諸問題」鈴木尚夫編著『現代林業経済論』第4章，日本林業調査会，1984参照)
11)なお，これに先立って，明治35年 (1902)に「北海道森林原野処分令」が制定され，製紙 ・
マッチ軸木，タンニン製造業に対して，道長官は，国有林を随意契約によって売払叉は貸付できるこ
ととなった.これは「北海道に対する産業資本の直接的な働きかけのあらわれとして重要なものであ
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るJ (小関;前掲「発展過程J p.48) としているが， 41年以降の処分はこれを継承・拡大したもので
ある.
これを，その巨大所有形成の直接的契機とするものに I新聞帯革製造所J(後の新田ベルト)の事
例がある Iかしわの樹皮」をその原料とするタンニン製造業のこの事例は，明治42年 (1909)に十勝
幕別町で国有林7千町歩の払下げを受けたことを起点として，大正4年末までに十勝地方で3万町歩
を集積している.このタンニン製造業は大正15年 (1926)にアフリカ産ワットノレ ・パークの輸入の噌
大を背景に中止されるが，この巨大所有は農地経営(小作制大農場)を輸に戦後農地改革Iまで維持さ
れている.昭和53年 (1978)のわれわれの調査によれば，その所有面積は6，300ha， うちカラマツ人
工林 1，880ha (人工林率30%)であり，その年間伐採量は 11，000m3であった.この森林経営は，そ
の立地条件からして平地林であること，および，その伐採(列状間伐が主体)作業は，フソレドー ザー，
集材機を主戦として直営の機械作業によってなされている.その労働力編成は，職員6，固定労働者
32，臨時47，計85名に達している.
この事例は， 北海道における現段階のカラマツ育林経営の大商積施業として典型的な事例の 1であ
る. (Ii'新田ベノレト九十年史.!J1975，大阪， 参照)
12) この増加は， 30年代前半までは「農地改革JI未墾・牧野買収」等による農民的所有のよ曽大
によるものであり，その後は会社有などの増大(パルプ 6 社で1958~71年に 4 万 ha)，農家林の減少
( 1960~80年に23万 ha 減少)として推移する . (Ii'北海道山林史・戦後編.!J1983，第2章第3節参照)
2. r北炭」の成立と展開
1) r北炭」の創立
「北海道炭磯汽船会社lJ(以 下「オヒ炭J)は，明治22年の官業払下げをその起点として創
設された 「当社は明治22年11月18日，資本金650万円 If'北海道炭砿鉄道会社』の社名を
もって発足した.当社の創立目的は，官業により営業不振にあえいでいた幌内鉄道(小樽，
手宮間90キロメートル)および幌内炭拡を政府から受継ぎ，これを正常な姿に建直すとと
もに，更に室蘭本線，空知夕張両支線 (240キロメ ー トル)の新設工事をおし進め，かくて
炭砿，鉄道の両部門を支柱とし北海道開拓の一翼をになわんとする広大な経営意図を包
含したものであったj(r北炭山林史j1959， p.9)とされるように，この会社の創設その
ものが r官業払下げ」による国家政策を強力な積粁とする 「上から」の資本創出の典型で
あった.この初期 r:fヒ炭」における資本の歴史的性格およびその展開は，それ自体， 日本
資本主義における「資本類型」として，重要な位置をしめる ものであるが，そのことは本
稿とは別に独自の研究対象とされる必要がある ここでは，さしあたりその 「典型性」と
「特殊性」に関して p 挙げれば以下のようになろう .
まず第一は，この「官業払下げ2lj 自体が r上から」の資本創出としての r殖産興業」
政策の一環をなすものであり，その担い手としての華族，政商の特権的地伎を創設，保障
するものであった.つまり r私設鉄道条例j(明治20年 r1887j勅令第12号)の適用によ
って，その鉄道部資金500万円に対しては，払込から落成まで年5分の利子を補給され，
また開業から8ヶ年聞は，年間配当が年5分に達しないときは，この不足分を補給される
こととなっていた.また， その鉄道に関するすべての土地は，国税， 地方税とも免除され
ていた.ただ3 この条件と して，利子補給の聞は「本社正副社長及理事」は 「官選」とす
ること p および 「北海道農産物」に対する運賃半額割り引き r北海道移民」の無料輸送
が条件となっていた3) (Ii'北炭七卜年一北海道炭積汽船会社一.111958， p. 27~28 参照，以
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下 '70年史J
第二は，その会社創設において，宮内省名義の皇室所有株が1万株出資されていた.こ
れは，発行株式13万株の 8%に当り，当時の筆頭大株主であった.なおp 昭和20年(1945)
においても，この皇室持株は約16万株あり p 三井本社，三井鉱山につぐ第三位の大株主で
あった. (向上 p.380)この華族が所有する株が一定以上をしめる会社の株式は，華族
令j (明治17年'1884J)による「華族世襲財産法」の適用によって，華族世襲財産株の指
定」を受けp その指定を受けた会社は，その営業利益に対する株式配当が年間5分に達し
ないときは，その不足分該当の補助金を政府より交付される制度となっていた4)
北炭の初期株主は，前述のような皇室所有株を筆頭に，徳川侯爵家等の華族株主を含み
その所有率は6分の 1以上に達していた.これによって，明治23年2月その申請によりそ
の株式は，華族世襲財産株」の指定を受けている. この指定は， 明治30年に廃止される
がp 戦時経済下の昭和11年 (1936)には再び復活している.
以上のようにp 初期北炭は，私設鉄道条例」による資本優先策としての利子補給を受
けるとともに，その株式に対する「華族世襲財産株」の指定によって，創立期の10ヶ年間
(明治32年まで)，直接的な政府の保護下にあったので、ある.因みにこの間，北炭が受領し
た，利子補給j，'営業補助金」は138万円余に達している. (IF五十年史 北海道炭磯汽船
株式会社Jl1939， p. 47~48，以下 '50年史j ， '70年史j p. 58~59参照)
第三は，その幌内炭鉱の引継ぎが「空知監獄署」からであった ('70年史j p.30)こと
に示されるようにp 北炭が引継いだ「官業」は，囚人労働に基礎をおくものであった.
北炭は，創業の22年に，この囚人を 1，000名，空知監獄署より引継ぐとともに，同23年
より 200名を増員しその作業に従事させている.この囚人労働の使用は，同27年まで継
続しているが， 23年の幌内炭鉱の一般横夫は 133名であった(同上 p.396)から，その初
期労働力の圧倒的部分は囚人労働によっていたので、ある5) 
以上のように， 初期の北炭は，上からの」資本創出政策によって創設され， その徹底
した保護のもとに展開するのであるが，その資本金はp 明治28年:800万円，同29年:
1，200万円p 同34年:1，800万円と，日清戦争の戦争プームのなかで増大し，同38年の日露
戦争には2，700万円と創設期の 4倍に達している.なおp その従業員も， 22年の社員547名，
鉱員756名，計1，303名から41年には1，322名， 11，940名，計 13'262名と10倍になってい
る.
2)鉄道国有化と日本製鋼所の6)設立
日清，日露の両大戦を経てp 北炭の諸事業は拡大し，その出炭量は明治39年 (1906)に
は約150万トンと23年の7倍に達し，鉄道は線路総延長333キロメートルと1.7倍，車輔は
1，940輔と増大しその労働者数は職員約4，500名(同38年)，鉱員1万名に達している.こ
の外に24年から汽船を購入し，日本郵船への管理委託により回漕業を開始していたが， 29 
年に定款を改訂し，会社の直営によりこの事業をおこなうこととなった.36年の社有船は
7隻，総トン数は7，305トンになっている. つまり p この30年代末の時点でその主要な事
業であった鉄道，炭砿，汽船の三事業の基礎が確立したのであった.
またp 当時の北海道は，当然にも商品市場は末発達であり p こうした事業にともなう資
材の現地調達は不可能であった. したがって，北炭はそれらの事業を自給自足によって確
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保しなければならずp 多様な付帯事業を開始している.これらの生産物は，社外用にも販
売され，後には系列会社として独立し北炭企業群の基礎となった.創業より40年までに
開始された事業はp 製材業(25年p 江別木挽所)，レンガ製造(31年野幌にて個人工場買収)，
精米所(39年3 御崎精米所)，電気事業 (41年，御崎に発電所設置)があった.このような事
業の一環として開始された，コークス製造 (35年p 追分工場)は後に製鉄事業開始の契機
となったものであり，またその巨大な土地所有の起点となった造林事業も同31年，沼田，
栗山に約1.4万haの国有未開地の貸付処分によって開始され， 33年には 「林業事務所」が
設置されている.
これらの諸事業は，次節にのベる鉄道の固有化と製鉄・製鋼事業への進出を契機とし
て，社用の供給事業から正式の「営業」として位置付けられることとなった.すなわち，
明治40年8月にp 以下のような定款の改正がなされp 鉄道事業が削除されると同時に，次
のような8事業を「営業目的」とすることとなった.
第一条，本会社ノ目的ハ左ノ如シ
一、石炭ヲ採掘シ之ヲ販売スルノ業ヲ営ムコト
一、骸炭ヲ製造シ之ヲ販売スルノ業ヲ営ムコト
一、鉄鋼並ニ諸機械ヲ製造シ之ヲ販売スルノ業ヲ営ムコト
一、鉄鋼ヲ採掘シ砂鉄ヲ採取シ其他鉄鋼製造ニ必要ナル鉱物採掘採取ノ権利を所有ス
ノレコト
一、回漕ノ業ヲ営ムコト
一、電灯ヲ営業トスルコト
一、煉瓦ヲ製造シテ之ヲ販売スルノ業を営ムコト
一、山林ヲ経営シ製材及販売ノ業ヲ営ムコト
(1) 鉄道の固有化
(i70年史j p. 86~87参照)
日清戦争後の明治30年代初頭より，鉄道の軍事的にもつ意義の重要性が問題となり，そ
の国家による統轄管理が提起されてきた.これは日露戦争を契機に具体化し，同39年
(1906)に「鉄道国有法71j (法律第17号)として成立p 公布された.
これによって，直ちに北炭鉄道の買収が開始されp 同40年12月に，路線総延長300km，
車輔1，940台，船舶一隻などがp 総買収費約3，100万円(この外に3 公債利子が41年までに
232万円)でもって引渡された.このとき，同時に引つがれた人員は i高等職員27名以上
社員3，673名j (i70年史j p.82)であった.
これによって P 北炭側が得た純利益は， 1，070万円余， (同 p.84)であった. (22年の払
下げ価格は28万円であったことを想起せよ)つまり p 約18年間にわたる北炭の鉄道経営は，
北炭に約1千万円という巨大な資本の創出を結果したのであった.
(2) 日本製鋼所の設立
以上のような鉄道引渡しにともなって， 39年 9 月社名を í~ヒ海道炭磁汽船株式会社」と
変更し，本社を岩見沢から室蘭に移している.なおp 同年12月にはさきにのベた 「営業目
的」の改正など定款の大改訂がなされている.このような動向のなかで，鉄道売却によっ
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て得た1，000万円余をもって， 同40年， 製鉄，製鋼事業に進出することとなった.
それに先立つて，外資 (r外国債-.1)の導入と，コークス工場の設立がある.この外資導
入は，日露戦争後の事業拡張のため，英国チャータード銀行を幹事として， 100万ポンド
(約1，000万円)を募集しその4割を鉄道部門に，残り 6割を炭砿部門に充当するもので
あった.これは r…，民間における外資輸入に先例を聞いた点，また担保付社債信託法
に準拠するわが国最初の社債であった点において，史上特筆に価するものである-.1(1f'70年
史.!lp. 77)とされるものであった8)
政府は明治26年に農商務省内に「臨時製鉄事業調査会」を設けて，わが国の製鉄事業の
調査をおこなったが，当時，北炭の理事で29年より専務 (42年に退陣)となる井上角五郎
がその委員となった.これを契機として，北炭の独自の鉱区調査をおこない，噴火湾沿岸
に193万坪の砂鉄鉱区および鉄山鉱区権14百万坪を井上の個人名義で確保している.これ
を背景に，同35年には追分にコ ークス工場を設置し「その製品は製鉄用として市場に好
評を博し-.1(向上 p.92)等，条件が整えられ，鉄道払下げ金を資金として「井上専務多年
の宿志」であった製鉄業への進出が開始される.(この製鉄事業は技術的欠陥があり，開
始以後2ヶ月足らずで操業停止となった.)
同40年2月の臨時株主総会において，製鋼所の創立計画が承認され，同年6月井上が渡
英し，英国ア ムー ストロングおよびビッカ ース両社との聞に「契約書J(向上 p.98~99) 
が結ぼれた この契約によって，その営業目的は，当初の営業目的とした鋼材料，鋼材類
製造のほか，兵器，蝉薬，商船p 軍鑑を追加し rわが国における民間兵器製造会社の大
宗」として出発することとなった.その資本金1千万円は，北炭が5百万円，残りを英国
の二社が折半し，その後41年に増資して 1.5千万円 となっている 以上のような経過をへ
て，同40年工場敷地46万坪を海軍省貸下地，固有未開地払下げによって確保し問42年に
は熔鋼炉点火式をおこない， 43年には，熔鋼，鋳造，鍛冶，鍛錬，機械模型などの各工場
が竣工し，その本格的操業が開始される.
このような，日本製鋼所の設立は，その計画段階から山本海軍大臣，斎藤陸軍大臣，山
内呉鎮守府長官らとの協議のうえに進められ，前記アームストロング社との提けいもこれ
らの紹介によるものであった.その受注先も，軍部が中心となり， 42年は32万円のうち海
軍が91%，陸軍が9%をしめ， 43年127万円は海軍100%，44年442万円のうち同じく海
軍89%，45年296万円のうち80%と，そのほとんど全てが海軍によるものであった，この
事業は，大正8年に資本金3千万円に倍増するが，第1次大戦の軍縮協定を直接的な契機
とする不況のなかで，大正15年 (1924)r軍縮保償案」の成立により室蘭工場および広島
工場を海軍省に引渡すなどの経過を辿り，昭和6年 (1931)には，新設の「輪西製鉄株式
会社」に製鉄，採鉱とこれに付随する業務を引渡し，以後は製鋼業に専念することとなっ
た.この昭和6年の時点でその資本金は1.5千万円と半減しているが， その50%は北炭の
所有であり，取締役会長は北炭の会長磯村豊太郎が兼役していた.この後，昭和6年「満
州事変」の勃発によって，日本帝国主義の対外侵略が開始されると軍事産業は一転して好
況となり，同12年「日中戦争」の開始のなかでこの会社の事業は拡大する.12年には資本
金を3千万円とし， 13年には府中市に武蔵野製作所を建設するなど，戦車，大砲などの重
兵器部門へ進出， 16年には，さらに資本金6千万円となっている.このような戦争ブーム
のなかで， 19年には5製作所，従業員2.5万名，受注高1億円に達し r文字どおり，国内
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最大の民間兵器工廠J(同 p.332)となった. この間， 北炭はその本社会長が同社の会長
をかねp 一貫してその経営を掌握していた.なお，この日本製鋼所は，戦後の「経済民主
イじ」 のなかで，北炭が「持株会社」 の指定をうけることによって， 77百万円 (70万株，保有
率29.2%)を放棄させられ，その40年聞にわたる支配は終了した. (向上 p.257および332)
ともあれ，この製鉄，製鋼業の進出は，わが国の民間「兵器製造会社の大宗」であると
ともに，北海道における重工業の基礎ともなったものであった.そして鉄道国有化以後の
北炭コンツェルンの支柱の 1っともなったものであった.しかし， この北炭における
「鉄」と「石炭」の結合は9) i鉄」がその市場を軍事的需要に全面的に依存し，そのため
に市場は特殊限定的とならざるを得ず，当時の世界情勢のなかにおいて，独自の発展性を
もちえず，常に国家資本に依拠，寄生することによってしか存立しえず，たえずその規定
をうけていた.この日本製鋼所がその営業において，独自的に存在しえたのは，第一次大
戦および第二次大戦の戦時経済下のみであった10)
3)北炭コンツ zルン11)の形成と展開
前項でのべたように9 北炭は鉄道固有化を契機として，明治39年 (1906)に，その定款
を大改定L，その営業目的を追加，拡大した.この改定は 1つには製鉄，製鋼への進出
を準備するものであったが，同時に，創業以来の「自給自足」体制のなかで，多様化した
「付帯事業J=i副業」を， それ自体として「営業」とするものであった. このような動き
は，日露戦争以後の不、況下にあって P 具体化する.すなわち，大正5年 (1916)の定期株
主総会において i会社の副業中，将来，取締役会ニ於テ調査の結果，適当ト認メタルト
キハ，之ヲ他ニ譲渡スルコトヲ得J (1f'70年史.!lp.82)として，その方法，条件等は取締役
会に一任することを決議している
この決議により，大正6年 (1917)その第1弾として p 輪西製鉄所をp 三井との共同出
資によって「北海道製鉄株式会社J(資本金300万円)として分離・設立し同年6月これ
に一切の財産を引きついで、いる.これ以後，大正年聞から昭和期にかけてp レンガ製造
業，電力供給業，支線鉄道および船舶事業などを，系列会社に再編していくのであった.
しかし昭和10年代に入ると，その事業の本格的拡張を開始し，三井との共同経営で中
国・山東半島の「海外|鉱業株式会社」に出資， 経営するなど，その事業を海外にまで肱張
していく.と同時に国内においても i北海道人造石油会社」の設立に参加するなど，そ
の関連事業の拡張を進めp 戦時経済下において P 三井資本との共同のもとに，そのコンツ
ェルンとしての体制を確立する. (表2-1参照)
この体制は，戦後の経済民主化=財閥解体のなかで i持株会社」の指定(第三次， 21年
12月)をうけ北炭が譲渡した株(約187万株， 41百万円余)として，一旦解体される.
その内訳は，日本製鋼所の70万株， 77百円を筆頭に，鉄道3会社4件，鉱山1社2件，
造船2社3件，発電2社，炭鉱1社p 機械製作 1社，燃料，炭火 2社4件，肥料1社，石
炭荷役1社，船舶1社， レンガ1社1件，その他2社と，計19社24件にのぼり，その多様
で多面的な系列支配の実態を示している. (表2-2参照)このうち三井関係のものは，
三井船舶の22万株， 18百万円を筆頭に，東洋高圧，三井造船，三井鉱山の 4社で，株数の
28.6%，処分額の 30.6%になっているがp これに対し北炭本社の株のうち3 三井本社
(16.8%)，三井鉱山 (10.3%)，三井信託 (2.9%)，三井生命(1.9%)，大正海上火災 (0.7%)
406 
~戦時経済下の状況~北炭コンツェルンの形成(1)表 2ー 1
?
???
?
?????。
?
?????????
?
?
??
考
万円 % 取磯締役 ・会長郎 (磯昭和村砕昭は292%14 KK 日本製鋼所 製鋼・兵務 明治 42 同 左 6，000 50.0 村監太 は 和 9~ 年年電北炭社K常本社取会長
2差B自宅E灯 KK 発電 ・電力供給 昭和 8 同 左 400 47.5 社長 (三国は昭和1日 6 本 葬締役三国庄二郎 昭和17年北海道配 K に合
日鉄鉱業 KK 鉱 1.lJ 昭手口 10 " 1，900 39目7 会磯長村量太郎 昭和14年の輪西鉱山KKを日鉄鉱業KK~こ併合
夕張鉄道 KK 石炭運搬 大正 13 " 600 52.8 
社長
三国庄二郎
KK夕張製作所 機械製作・ sl:i手口 13 1 500 100.0 社長 古谷は昭和15~17年本社常務取締役コークス製造 古谷金一郎
天塩鉄道 KK 石炭 ・木材運搬 昭和 14 " 300 66.6 
社長 {帝北室海林野局との共同出資関連(林会野社局出資1町円)
1幾村豊太郎 道人造石油KKの
共立汽 船 KK 海上運輸 大正 11 大正13年 1，000 昭本和社合13年併に 船舶部は，昭和18年に三井船舶KKに談渡
に和買貝収
東幌内炭砿 KK 石炭採掘 ワ 昭 11年 100 80.0 tこ 4又
石炭荷役 ・造船 (大正2，三分昭離和11年に (大正2年明販売事業を三井物産に全汽造面船委託したもの双栄運輸 KK ;):1'に販売部 50 100.0 を昭和11年に分業離と ・独立.なお，共立 の合併により(昭和17年より)委託) -独立 造島船事業を主 する.同18年に双栄船KKと改称
北海道荷役 KK 石炭荷役 sl:i手口 17 向 左 1.000 60.0 代表取締役 {一回はf問日~212本社会長島田勝之助 ニ井鉱山，二井物 との共同出資
昭和砿業 KK 石炭採掘 昭和 7 昭和 16 (500) 吸収 ・合併 従業員282名，鉱員2，166名 計2，448名(浅野財閥系)
海外|鉱業開発KK 鐙燐鉱石・ 昭和 18 問 左 100 42.0 三井物産との共同出資石採掘
茅i沼炭化砿業KK 石炭採掘 昭和 7 昭和 18 ワ 40.0 社長
北海道人造石油 石 油 " 7，000 10.7 高締藤介|欽一郎 三量井州は，三昭菱和j5住~友1電22と本の社共コ常同務出取資締役KK 昭和 13 取役
井暢一郎 井は年昭和北12~15 IE向に 上
石狩火力発電KK 発電 ・電力供給 昭和 14 " ワ 100.0 昭和19 海道配 K 併合
備人的関係
??
?
?
??
????????
?
?????種業名ネ土会
???
<.n 
トー‘
注) 1北炭五十年史」および「北炭七十年史」より作成.
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と三井系5社で合計32.6%を保有していた (1l'70年史Jp. 257~258参照)，つまり，北炭と
三井との関係は，こうした相互の依存関係として成立しそのもとに巨大なコンツェルン
が形成されていたのであった.創立当時1万株 (8%)をしめた皇族株をはじめとする華
族の支配体制は，大正期以降の三井資本の金融支配の進行のなかで，こうした財閥資本の
支配体制となって完成したのであった.
こうした「付帯事業=副業」の展開は，以下の通りであるが，次章以下にのベる北炭の
巨大土地所有とその山林経営も，これらの諸事業の一環として開始されたものであった.
〔コークスの製造〕 明治33年 (1900)に，滞貨した粉炭の処理施設として， 営業目的に
コークス製造を追加し 同34年， 室蘭線追分にコー クス製造工場を新設した.この工場は
コークス窯40門をもち，その製造能力は日産50トン，従業員50名であった.この工場は，
表2-2 北炭コ ンツェルンの形成(2) ~敗戦時の状況~
北炭の談渡株式一覧 (1951年5月)
銘 柄 |譲渡株数|処分価格|処分方法
千株千円
日本製鋼所 700 77，000 ヲ| ~ 
タ 張 鉄 道 40 1，618 入 キL
" (新) 41 1，260 " 
東幌 内炭砿 40 1，600 縁 故
双栄運輸造船 6 132 " 
北海道窯 業 2 50 " 
留 萌 鉄 道 1 75 " 
帝 国 燃 料興 業 20 88 入 キL
" (新) 12 6 縁 故
夕張製鉄所 10 3，12 入 キし
日本発送電 2 44 " 
天 塩 鉄 道 66 1，667 特 定
東洋高 圧工 業 10 681 ヲ| ~ 記
北 海道開発 11 12 特 定
北海道石炭荷役 120 6_000 縁 故
北海道配 電 120 4，380 " 
一 チド
1、必旦二 船 50 10.472 " 
" (新) 50 6，025 " 
一 井 鉱 山 100 4，000 
" (新) 105 4，200 
一 井 船 舶 220 18，040 ヲl ~一茅沼 炭 化 砿業 13 686 縁 故
" (新) 18 232 " 
そ の {也 5 154 
計 1，867 I 肌加|
注 1) r北炭七十年史Jp.257の第45表よ り作成.
2)千株・千円以下切捨てのため合計は一致しない.
3)尚，当時の北炭のこれらに対する総評価額は830万円で
あった.
4)北炭本社の当時の資本金は5億円であった.
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会社名
北星海運
福洋汽船
北海道石炭荷役
双栄運輸造船
穂別炭砿
角 田 炭砿
天塩鉄道
夕張運送
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表 2-3 北炭コンツェルンの形成(3) ~昭和30年代初頭~
昭和30年代初頭における北炭の系列会社一覧 (1958年9月)
資本金 北炭保有株創立年 10万円) 金 額 I持株(%比)率
メ凸主.. 業
(万円)
1950 1，920 16，977 88.4 海上輸送
27 600 2，002 33.4 " 
41 100 540 54.1 港湾荷役
36 100 518 51.8 " 
53 40 400 100.0 石炭採掘
54 44 400 100.0 " 
種
39 50 333 66.7 鉄道 ・石炭採掘
53 57 541 94.9 陸上運輸
目
北海道ガス化学 54 62 490 79.0 カーボン・ ブラック製造
北海道窯業 25 30 200 66.7 三託 業
夕張パス 50 200 690 34.5 パス営業
夕張鉄道 24 500 942 18.9 鉄道 ・パス営業
相生鉱業 53 10 50 50.0 石炭採掘
南幌内炭砿 53 50 255 51.0 " 
北海道不動産 58 3，000 30.000 100.0 不動産管理
札幌テレビ放送 58 5，000 10，000 20.0 テレビ ・ラジオ放送
新幌内砿分配所 54 20 100 50.0 従業員需用品供給
注 1) I ~ヒ炭七十年史J p.514より引用.尚， 当時の親会社北炭の資本金は20億円であった.
2)資本金は発行済資本金.
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さきにのベた製鉄業への進出の基礎ともなり，大正初年には日産 230トンにも達するが，
大正11年 (1922) の戦後不況のなかで閉鎖した.その後，請負制によって細々と営業がつ
づけられたが，昭和初年に再び会社直営となり，その大量生産を開始している.そして昭
和l3年には I株式会社夕張製作所」の設立とともに， その夕張，新夕張，若菜辺の三工
場を同社に譲渡し，一部を直営として経営することとなった.
〔レンガ製造〕 明治31年，鉄道事業用のため野幌に個人経営の工場を買収して，請負生
産により開始するが，同41年には年間 1千本を生産している.しかし大正年間に入りセ
メント工業の進出により不振となり，同14年 (1915)新設された 「北海道窯業株式会社」
に，その全てを譲渡した.
{製鉄事業〕 すでに日本製鋼の項で、のベたよう に，明治42年に鉄鉱および砂鉄による製
銑法の工場を輪西に建設した.これは技術的失敗および日露戦争後の不況下で同年9月以
降操業停止となっていたが，大正 2年 (1913) に輪西製鉄所として再開し その経営は軌
道にのった.大正6年当時の政府の民間製鉄業の積極奨励策のなかで，三井との共同出資
により資本金300万円の「北海道製鉄会社」を設立しこれに一切を引ついでいる.
〔電力供給事業〕 明治39年，製材所，精米所および石炭積込施設の動力供給のため発電
機を設置し，同41年よりは，発電設備を増設して，室蘭および輪西町の一般家庭用に供給
することとなった.大正 2年 (1913) には，営業目的中の「電灯事業」を「電気事業」に
改め，同9年には壮瞥水力仮発電所，同15年御崎火力発電所を建設している.昭和8年
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「室蘭電灯発電株式会社」の設立とともにp その水利権を除く一切を同社に譲渡している.
〔製材事業〕 明治25年 (1892)に江別に木挽場を設置し，同28年手宮の増設， 35年から
は各砿にそれぞれ工場を設置している.40年鉄道固有化により岩見沢木挽所を政府に譲渡
したのを契機に， 41年輪西村チリベツに一大製材工場を設置し社外販売を開始してい
る.この製材所は大正3年に営業不振のため閉鎖されたが，その後p 昭和9年に夕張に中
央木挽所を設立しこの製材事業は戦後の昭和30年代末までつづいていた.
〔製米所〕 明治39年御崎に精米所を設置，主として東北p 九州、1，台湾米を買付け，道内
米と混合精米して，その従業員に配給した目 1日の精米高は平均120石に達したが，大正
6年 (1917)にこれは閉鎖されている.
〔煉炭〕 昭和4年 (1929)家庭用燃料として，幌内鉱に煉炭工場を設置3 同6年に新成
型機を設置して本格的に生産を開始した.この製品は，工場ボイラー用，家庭用として販
売され好評で、あ札昭和10年若菜辺に新工場を増設した.この工場は，昭和13年夕張製作
所の独立とともに，その一切を譲渡しそれ以後は幌内炭拡で直営がつづけられた.
以上のように，明治期以降の「付帯事業，副業」を，大正中期以降p 分離p 独立させ系
列会社として p その支配関係を再編するのである.同時にp 道内の中小炭砿，その社線鉄
道の買収による合併，吸収さらには昭和11年「北海道人造石油会社」への三井，三菱，住
友資本との共同出資により，新たな事業への進出，すで、にのベた海外事業への投資等によ
りp 戦時経済下においてp この 「結合経営」はp 北炭コンツェルンとして，さきにのベた
表2-4 北炭の展開・総括表 (1899~1957年)
資(万本円金) 利払込益資本率 出(千炭t量) 
労働者数(人)土地所有年 度 配当率
社員 |砿員 (ha) 
1889(明22) 650 (18.3) (11.0) 4 547 756 
95( 28) 800 11.7 12.0 345 1，767 3，452 
98( 31) 1，800 18.0 15.0 546 2，466 6，994 14，128 
1906( 39) 2，700 18.5 15.0 1，142 1，080 10，209 15，129 
09( 42) " 9.6 6.5 1，254 1，164 7，588 17，419 
13(大 2) " (ー)3.5 欠損繰越 1，069 770 10，141 21，018 
8 ) 7，000 32.9 20.0 2，215 1，394 16.246 28，725 
1930(昭5) " 9.9 7.0 2，940 1，524 10，030 36.345 
35( 10) " 11.5 8.0 2，929 1，555 8，117 36，425 
40( 15) 14.000 19.5 9.0 4.233 3，627 17，900 35，386 
45( 20) 14，500 12.0 5.0 2，607 (4，632) (35，429) 38.919 
51( 26) 50，000 339.0 30.0 3，612 4，411 25.155 33，928 
57( 32) 200，0001 75.7 12.0 3，688 3，781 20，393 28.549 
注 1) l~ヒ炭七十年史」および 「北炭山林史」よ り作成.
2)利益率，配当率は上・下期のうち高い方を採った. ( )は1890年.
3)労働者の()は1944年戦前・戦後のピークである.
4)土地所有は社有林面積.
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備 考
北炭の創設
}土(日地間集積の九開始) 
i鉄(日道本露製国戦有鋼争所化ブ創ー立ム)
}(第2同ブーム)
)敗農地戦改革
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ような変質をともないつつ，新たな支配体制としての編成換えを完了させたのである.こ
のような体制は，戦後の経済民主化のなかで，一度は，解体されるのであるが， 25年
(1950) の朝鮮戦争を契機とする政策変更のなかで， これを基礎に復活し， 30年代初頭に
は，戦後北海道における新たな資本類型として，その近代化を完成する. (表 2ー 3)し
かし創立以来p 一貫してその結合経営における支柱であった炭砿経営は， 60年代以降の
「エネルギー革命」のなかで縮小の一路を辿り， 1982年の大災害を契機に，翌年には企業
閉鎖となっている.
なお，この北炭の展開の総括的概要を表2-4に示しておく.
注 1) この社名は，明治26年に「北海道炭砿鉄道株式会社」同39年の鉄道国有化によって「北海道
炭砿汽船株式会社」と変更されている.
2) この払下げ価格は約28万円であった.なお，同時に，これらの事業に関する「北有社」村岡
提らからその営業権を「売渡示談金」として約30万円で買収している.つまり創業時の企業財産所得
に投下された資金は計58万円であった. (f70年史j p. 30~31) 
3)この創立期における利子補給は，明治30年 (1897)に「九州炭砿息難救済」問題に端を発
し，特殊保護会社への批判が高まるなかで，明治30年に中止され，同33年までの向う3年間 「営業補
助金」を受けることとなり，これをもって最終的に打切られた.これに伴なって，正副社長の任免を
はじめとする当初の付帯条件は廃止され f実質的には独立会計としての自主性を確保するに至っ
た .j (向上 p.58)
4)創立時の発行株数は13万株であり，この皇室出資1万株の外， 32，500株は発起人13名が分担
し，残りは公募としている.因みにその創立発起人13名は以下で・あった.
①徳川!義礼(候爵)， ②渋沢栄一(国立銀行頭取)，③森岡昌純(日本郵船社長).④吉川泰二郎(同副
社長)，⑤園田実徳(同支配人)，⑥原六郎(横浜正金銀行頭取)，⑦高島嘉右衛門(横浜紳商)，③奈良
原繁(日本鉄道社長)，⑤小野義真(同副社長)，⑩田中平八(問中銀行頭取)，⑪下村広畝(実業家)，
⑫北村英一郎 (北有社副社長)，⑬堀基(元北海道庁理事官，初代社長)
5) こうした強制労働者の導入は，第二次大戦の戦時経済下において再開され，大規模に再現す
る. 昭和15年 (1940)f朝鮮職業紹介法」の公布によって，朝鮮人労働者の強制連行が制度化される
と， 14年から開始された導入は急増し， 16年までに13，018名に達している.(加藤:下記 p.174)これ
はf19年度16，940名に達し，総在籍者の50%を占めるに至ったj (向上 p.202)，またこのほかに， 19年
には，同じく強制連行による中国人労働者が，会社直轄で1，223名，所属の請負組(三組)を通じて789
名，計2，012名が(向上 p.204)，さ らに20年6月には，白人伴虜 310名が導入されている.
戦時国家独占資本主義下におけるこれら植民地労働力は，その重層的な「全般的労働義務制」の
「底辺に配置されJ，(同上 p.241)，f日本の労働者を『軍事艶獄』にしばりつける死垂の役割を果すも
のであったJ (向上 p.245) とされる.この戦時経済下における「全般的義務労役制」による低賃金
構造の再編は，戦後国家独占資本主義の日本低賃金構造の再編の基礎をなすのであった. (加藤佑治
『日本帝国主義下の労働政策』・御茶の水書房， 1970，第四章第二節「植民地労働力の導入による全般
的労働義務制の再編」参照)
6) この製鋼所は，戦後の持株会社の解体のなかで富士製鉄に引きつがれ，その後の合併によっ
て新日鉄室蘭工場となっている.
7) この「鉄道国有法」は， ①北炭鉄道をはじめ，全国17路線の質収，②買収価格の規準， @買
収代金の支払とその方法を規定したものである. (1i'70年史.JJp.80参照)なお，この明治39年 (1906)
は， 30年 (1897)の官業八幡製鉄所の設立が「産業資本確立期」とされるのに対して f第一階梯的
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端緒的金融資本成立期J (山田盛太郎)または「端緒的帝国主義成立期J (平野義太郎)とされ，その
主要な指標の 1つがこの鉄道国有法の制定であった.
8)わが国における外資導入は，日露戦争の戦費調達のために開始され，それは三井財閥によっ
て遂行され，これ以後，外債募集は三井の権益化していた.ところが，井上角五郎は，これを無視し
て，英国系スパイヤー商会と直接取引をおこなったため，これ以後，三井銀行からの北炭への融資は
拒絶され，井上の退陣の 1つの契機となった. (奥山亮『新選北海道史』 ・1i'70年史dJp.77参照)
9) 大正期の資料はないが，例えば昭和 8~13年の隠の石炭の業種別販売高では，製鋼，製鉄
(当時の道内の大口は日本製鉄と日本製鋼の 2社)および煉炭 ・コークスを合せても， 16~20%でしか
ない.しかし13年以降の戦時下においては， 13年45，14年50，15年46，16年49%とその比率は急増し
ている.(1i'70年史dJp.159第21表および p.447第106表参照)
10)大野英こは iオーベノレ ・シュレージェンの大貴族 (Magnaten)の巨大土地所有から自然発
生的に生み出されているところの，耕地所有，山林所有および工鉱業経営三者の前期的結合経営」
(p.63)として，大貴族経営の資本類型の類型的特質を把揮する (p.117).これに対して iまさしく，
近代産業の基本原料たる鉄〔軍器素材=労働手段素材〕と石炭〔原動機用および製鉄用加熱燃料=瓦
斯および化学的産物爆薬素材〕とその生産を二大支住として，機械製作にいたるまでの原料加工の継
起的諸生産工程を縦断的に結合する点において，グーテホフヌンタ製鉄所が典型的な「混同企業』と
目される所以があるJ (p.147)と，ライン ・ヴェストファーレンにおける資本類型を「混合企業」と
して折出している.北炭がこの前期的結合経営と形態的に異なる点は， 18世紀末から19世紀にかけて
のドイツ製鉄業において木炭炉に基礎をおき，したがってその巨大所有に「自然発生的」基礎をもっ
エルベ以東のこれらの経営に対して，そうした自然発生的基礎をもたず，政策(国家資本)に依拠し，
これを基礎とし起点とすることである.そして，北炭はその労働組織における囚人，強制連行による
中国，執鮮人労働者を含むことにみられる非近代的な支配関係を内包した，まぎれもなく「前期経
営」でもあった. しかしこの「前期」性は，その生産過程に規定されるよ りは，むしろ，後進資本
主義，後発帝国主義としての日本資本主義の歴史性によって基本的に規定されていたといえよ う.
(大野英二Ii'ドイツ資本主義論』未来社;1965参照)
11)コンツヱノレン:iさまざまな産業部門に属する多くの企業や，商社，銀行，保険会社，倉庫
会社など広範な経済部門にわたる巨大企業や独占体が，特定の巨大な資本家のグループにとくに金融
的に従属していることを基礎にして密接に連合した独占体のこと. コンツェノレンは，もっとも発展し
た独占組織で， トラストをもふくむばあいがある.日本の財閥はコンツェルンの一種である J (Ii'社
会科学辞典dJp.109，新日本出版， 1978)なお，この北炭の初期コンツェノレンは i官業のはらいさげそ
の他天皇制服府の特権的保護をうける致商として独占的地位をしめ中略~，その一族を頂点に，
財閥本社(持ち株会社)をつうじてコンツェノレン的支配を確立したJ (向上 p.112i財閥J) の1つの
典型であった.
1)巨大所有の形成過程
(1) 契機
3.巨大所有の形成
以上のよう な「北炭」の創設と展開において，明治31年国有未開地処分法(旧法)の貸
付処分により，その巨大所有の形成が開始された.
『北炭五十年史』は rここにIi'未開地処分法』により北海道庁より山林を貸下げを受
け，または民間より購入せる社有山林の伐採を開始し以て事業用材の供給を潤沢ならし
むと共に価格の騰勢を牽制する処ありたり J (傍点有永， p.256)としている.また F北炭
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山林史』 は，その山林経営の 「創設の動機」 において， ①当社事業の進展，②木材需要の
増加，③造林の企業化， ④抗木備林の必要， ⑤土地制度の確立，を列挙している.
創設当時の目的は，坑木用材の確保にあり，その将来的な 「自給」をめざすとしている
が，その目的はまず何よりも当面の木材価格の騰勢を「牽告しすることにあった.北炭の
木材使用量は，明治27~28年の日清戦争当時，年間約50万石前後であったが，後述するよ
うにそれ以後急速に拡大する.例えば，この期の官林より の立木払下げは， 27年の約5.6
万石が29年には10.3万石， 30年には18.5万石， 31年25.9万石と急増しその石当 り単価は，
27年の8銭4座から31年の19銭6厘と2.3倍にまで高騰し ている. (rr山林史~ p.l第3表
参照)つまり，その直接の契機の 1つは，こうした木材価格の騰勢に対する対応策として
の「牽制」 にあったので、ある.
しかし，他方で同39年 (1906)の鉄道固有化によって巨大な資金を獲得した北炭は，す
で、にのベたよ うな諸事業の拡張を開始するのであるが，これに先立って，同29年 (1896)
井上角五郎が専務取締役に就任するとともに，その「付帯事業」を「副業」として営業目
的に位置付け，その諸事業の拡大が開始されている.この期の山林をはじめとする土地取
得は，こうした事業砿張の一環として開始されたものでもあった.このことは，同39年12
月の株主総会における井上の演説が見事にそれを示している.すなわち r諸君，会社経
営ニ関スル余ノ方針ハ，年々ノ配当率ヲ減少セザル限リ何デモ彼デモスベテ着手シテ事業
の鉱張ヲ期スルトイ フノデアノレ.J (傍点 ・有永，向上 p.22)を基本方針ーとし鉄道 固有
後について「コレト入レ代リニ本日p 議案(前述営業目的の追加p 拡大，・・有永)ガ成立
ヲ告ゲタカラ会社ハ相変ラズ漸次拡張スルデアロウ 否拡張セズニハ置カナイ.コレが今
後ノ方針デアルJ (向上 p.23)と拡張方針を披歴している.また，その山林の経営につい
てはp 自給を目的として，伐木・製材を実行するとともに，植樹を開始し森林経営に乗
り出す， と同時に「ソレカラ林間ノ土地デ農耕ニ適スル処ノ、次第ニ開墾シテP ソノ反別モ
相当ニ広イJ(向上)とその農地経営を展望している.つまり r山林ノ副産ハ抜ケ目ナク
収穫スルコ トトシJ (以上傍点はいずれも有永，向上)がその山林経営の基木方針 で あっ
た.
以上のよ うに， この巨大所有への志向は，炭砿資材としての杭木材確保を，当面の直接
的契機とするが，基本的にはp その土地経営にあった 後述するよう に当時の炭砿経営に
おいて，抗木需要それ自体はp 大きな位置をしめず，結果的にはその 「砿山備林」と して
の社有林の存在は， せいぜい「騰勢の牽制」 の役割を果すにすぎなかった1l したがって，
その山村経営の展開において r副業J=営業と しての自立化と，土地経営(基本的に地代
取得)としての志向は，必至であり p 当然のなりゆきでもあった
(2) 巨大所有の創出 とその源泉
以上のような契機のもとに， 明治31年 (1898)に空知郡栗沢村(栗山町)および同雨龍
村(沼田町)に約7.3千町歩の山林の貸付処分をうけたのを起点と して北炭の巨大所有の形
成が開始される.
その集積面積は，戦前期において約4.5万町に達するのであるが，その集積方法はすで
にのベた(1)r固有未開地処分法J (旧法，明治30年)，同改正法(同41年)および「北海道固
有林野および産物処分令J (向41年) による国有地からの直接払下げ， (2)社内の各炭 山へ
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の払下げを所管換によって集積する間接的払下げ， (3)民聞からの買収(ただしこの大部分
は，実質的には(1)の処分の便法)の三つの方法によってなされている.戦前期(昭和20
年・農地改革前)における集積総面積は44，880町であるが，このうち(1)が53%，(2)が14%，
(3)が33%となっている. (表3-2参照)つまり民間よりの買収が約3割をしめるのであ
るが，次にのべるようにこれも実質的には，固有地の払下げであり，基本的にはその巨大
所有はp 北海道における国有未開地を単一の源泉として形成されたので、ある.
なお，北炭の特徴はp その主要な方法が固有未開地処分法とりわけ旧法処分による「植
樹地」処分に拠ったところにある2) そして次節にのべるようにこの「植樹地」処分によ
る「起業条件」の制約が，その山林経営を，早熟的3)な大規模の人工造林事業を開始させ
るとともに，その労働力確保のため林内殖民制度ーの導入をさせ，さらにはこの導入がp そ
の小作制大農場経営展開の契機ともなったので、あり，その後の経営の展開を基本的に規定
するものとなったので・ある.
すでに1章で、のべたように， 国有未開地処分法は旧法ではp その植樹地処分は 1人につ
き200万坪 (666町歩)と制限され r会社叉ノ、組合」 に対してこの2倍までを限度として
いた. (勅令第98号「北海道国有未開地処分法第3条ニ依レル貸付地ノ面積J (前掲『北海
道農地改革史上.iJp.580) 
これは改正法において， 1人につき800町歩 r会社 ・組合・ 其ノ他共同ニテ事業ヲ経営
スル者」に対してはこの5倍と改訂されている. (向上 p.585r北海道国有未開地処分法
施行規則 ・第三条J)
これらの規定を機械的に適用すればp 北炭が取得しうる植樹地の面積は，旧法では1，332
町歩，改正法においては4，000町歩にすぎない. この制限を免れるための便法として生み
出されたのが，他人名義による取得であり， ある場合にはその買収であった.つまり「・1
当社名義をもって貸付を受けたものは，沼田山林の一部にすぎなかったが，これは同法に
規定された貸付面積の制限によったためで，これに対し，旧役員または当時の役員あるい
は会社縁故者の名義を借受け，大部分は2名以上の組合組織をもって，貸付けを受けるこ
ととなったので、あるJ (Ii'北炭山林史.iJp. 14)とあるように，こ うした便法をむしろ常例と
したのであった.そ して「なお，名義を借用する場合は，後日のため念書と委任状を取付
けることを常例」とし「このようにして貸付を受けた山林は，貸付期間中に名義人から
権利を譲受けるとか，あるいは名義人へ付与されたものを無償で肩代りするとかの方法で
漸次当社の所有に移されたJ (傍点は有永，向上 p.14~15 ) のであっ た.こうした 「名義
借り」は，北炭に限らず，当時の大地積処分にともなう「常例J=常套手段であり，その
巨大所有形成の重要な方法であった.さらに， 41年の改正法は，その対象面積を鉱大した
のみならず， I日法の無償貸付→(成功検査)→付与をJ 当初から売払 い=r条件的付与」 処
分としたために，代金納入4)と同時に所有権を取得することとなり，その転売または担保
に供することも自由となったので r買収J=転売は公認されることとなった.この改正法
による北炭の集積は，表3-2に示すが，この買収によるものが33%をしめていることか
らも，その間の事情が推測される.つまり p 少くとも，その払下げ処分が一段落する大正
期までの「買収」は， 実質的には国有地の売払い処分と同じ源泉と性格をもつものであっ
Tこ.
こうした三つの処分方法による売払Lついて r北炭山林史」 は，その実態にかかわる
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資料をあげている.これらからみると， 戦前期に北炭が集積した総面積約4.5万町歩のう
ち，その67%は直接的に固有地から分割されたこととなっている これらの資料から，そ
の集積方法 ・地種別面積を三法それぞれについて示したのが表3-1である.この表の合
計約3.4万町歩についてみると，林業事業所が付与または払下げられたもの71%，同じ方
法で社内の別の事業部が売払いを受けたもの13%で合計84%が，直接の払い下げ処分であ
り，買収は旧法838町，改正法2.2千町，国有林野売払い2.5千町歩，計5.5千町歩16%にす
ぎないことを示している.
以上のことは，北炭の巨大所有が基本的には，国家的所有をほぼ単一の源泉としそれ
からの組入れによって形成されたことを示している.
さらに， 同表に示すように3 この集積過程においては単に山林=i植樹地」 のみならず，
牧場 (3，110町)，耕地 (715町)計3，825町が集積されていることを注目すべきである.この
ことは，二期以降において，その山林経営の基礎をなす農地経営(小作制農場)が，たん
に林野内の可耕地の開墾によるばかりでなく， 当初からこうした目的の土地集積を含みつ
つ展開したことを示している.
こうした事実はp 北炭がすでに戦前期において P 道内の他の巨大林野所有者に先がけ
て，大正15年(1924)i自作農創設維持補助規則」にもとずく北海道庁の「民有未墾地開発
資金貸付規程」 に対応し昭和6年以降その社有林の一部解放を決定する契機ともなって
いる.この解放の経過は別に次章でのべるが，昭和 6~11年の聞に57戸， 635町歩となっ
ている.また3 この小作地解放=自作農創設は，昭和12年 (1937)に農林省令「自作農創
設維持補助助成規則」に統合されるのであるがJ 北炭はこれにも対応し，昭和15~19年の
聞に160戸，764町歩の農地を解放=売払いしている.つまり 3 すでに戦前期において，約
表3-1 国有地(未開地 ・国有林野)よりの処分方法別・地種別取得面積
(単位:町歩)
地 種 別 面 積
山(植樹地林fl肋仏 ノロ』
|日 付 与 16，756 662 18，906 
貝同 収 349 436 53 838 19，944 
法 所管換 199 199 
改 払下げ 1，166 988 2，154 
正 買 収 2，236 2，236 6，845 
法 所管換 2，453 2，453 
国払 直接払下げ 3，332 3，332 
有林下 買 収 2，474 2，474 7，542 
野げ 所管換 1，734 1，734 
合計 30，502I 三110I 715 I / 34，331 
注 1) r~ヒ炭山林史J p.15 (第5表)，p.17 (第6表)， p.19 (第7表) より作成.
2) 旧法は明治30~41. 改正法は明治41~昭和12年.
国有林野払下げは明治41-昭和元年までの累計.
3)町歩以下切捨てのため合計は一致しない.
4)付与(払下げ)， 買収，所管換の合計比は71: 16 : 13である.
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表3-2 巨大所有の形成過程・総括表
(単位:町歩)
集 積 面 積 喪 失面積 期末 期
有未園地処
同改 国売
貝J¥)Z 
社所 そ 山 農 そ
者吾
末
正 有払 叫| 管 の 言十 の 計
ノ向ヨ、
開分法 左法 林い 林 内換 他 林 地 イ出
第 1 期
1898~ 1917 18，906 3.150 2，74 767 25，567 25，567 25，569 
(明31~大 6)
第 2 期
1 918~1934 1.504 182 5，319 4，68 621 1，75 940 490 195 1，625 10，130 35，6側
(大 7 ~昭 9) 
第 3 期
1935~ 1942 3，041 829 5 3，875 3，347 727 68 4，1421 267 35，430 
(昭10~昭17)
第 4 期 (ー )
1943~1950 3，G81 13 3，794 32 4，173 397 35，049 
(昭18~昭25)
第 5 期 (一6)，49 1951~1957 8 192 20 4，853 1，50 346 6，69 28，549 
(昭26~昭31) ?
農地改革前
~1946 18，906 1，504 3，2 14，785 6，284 1，397 263 5，959 38，919 
(昭21)
農地改革後 (ー10)，367 1947~ 8 305 313 4，89 5，413 378 10，680 28，549 
(昭22)
注)r北炭七十年史Jp.132付表よ り作成.回j以下切捨てのため累計および合計は期別と一致しない.
1，400町の農地を解放=売払いしこの付帯地としての山林の売払いも開始しているので
ある5¥
(3) 形成過程とその再編
以上のような土地の集積過程(集積と喪失) を，明治31年 (1898)から昭和31年(1956)
の約60年聞について，総括的に示すと表 3-2のようになる.これら時期的にみる とp そ
の集積は基本的には第二期の昭和初頭に終了し 前述の農地売払L、を契機とし，これ以後
はむしろ減少に向うのであった.そ して，当然のことながら，その最大の喪失は，戦後農
地改革にともなうものであった.
しかしこの改革はその巨大所有を抜本的に解体することはなし林野を軸に再編さ
れ，昭和30年代初頭においても， 2.8万haを維持し，わが国有数の巨大土地所有と して存
在 していたのであった. なお r栄林会」資料によると， '70年代後半(昭和51年， 1976) 
における北炭山林 (北炭農林)の所有林野は，12，532haであり， そのうち人工林は 2，495
haにすぎない. '60年代以降のエネルギー革命の進行による石炭産業の解体， 再編のな か
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で，北炭の所有林野は，その資産として位置付けられ，担保物件あるいは売払いによっ
てp 除々にその巨大所有を処分していくのであるがp その大半は，同系列の三井観光開発
株式会社(社長・萩原吉太郎「元北炭本社社長J) に移管されている. 因みに， この三井
観光開発KKの同じく51年における所有面積は， 10，805 ha，うち人工林は4，102haであり，
北炭の戦前期より引きついだ造林地の過半近くがp その新たな資本の所有となっているの
である. (IF森林所有者名簿北海道における 500ヘクタール以上所有者』栄林会編， 1976， 
参照)
以上のように，明治末期から大正期にかけてp 北海道に成立した巨大所有はp 昭和初期
以降その一方的鉱大を停止するのであるがp それは戦後改革(農地改革)においても基本
的に解体されることなしわが国における巨大所有として存在しつづけたので、あった.こ
の所有は， '60年代後半以降において新たな再編に逢着するのであるが，それはその巨大
所有の解体としてではなし資本聞の移動としておこなわれp その巨大所有は現在なお厳
然として存在し，資本による新たな土地支配の基底をなしているのである6)
2)炭砿経営と巨大所有
~北炭における砿山備林の位置~
この北炭における巨大所有がp その炭砿経営といかなる関連のもとにあったかを検討す
る.以下においては，砿山資材としての木材(坑木・用材)の消費量の社有林材との関わ
りについて分析し，その「砿山備林」としての位置と役割を明らかにする.
(1) 石炭生産と木材
北炭の石炭生産における木材の消費量をその原単位(石炭1，000t当り木材消費量)で示
したのが表3-3である.この表によれば，その原単位は，大正10年代までは300石内外，
昭和15年頃までは200石内外p 戦時経済下においてはp 鉄材不足のため再び‘上昇して P
300~400石と増上している.これは戦後の25年以降は 1カッペ支柱J (鉄骨プレハブ)の
採用により大巾に減少し 150石台にまで低下している. (表3-3参照)
この炭砿における木材使用は，坑道支柱，切羽支柱の坑木・矢木として利用される.そ
の大部分をしめる切羽支柱は，採炭方法の変化に対応して変化し「三つ枠J 1打柱J 1四
つ枠J 1空木積」など，木材を主要資材としていたが，戦後の昭和25年 (1950) より採用
された「カッベ支柱法」による鉄材利用の普及により p その木材使用量は急減している.
(1F70年史.llp. 600~610参照)これを樹種別にみると，北炭の創業当初p エソーマツ・トドマ
ツの無節良質材を使用したが，明治末期になると経費節減のため広葉樹の使用を奨励し，
大正 3~4年には広葉樹は全使用量の42%に達していた.大正 5 年 (1916) 以降は，これ
を割丸太に転換し昭和 6 年には，その割合は30~40%に達している.またカラマツは，大
正9年 (1920)から坑木として使用されたが3 同11年には皆無となった.
しかし，矢木としての利用はp 昭和初期まではトド・エゾの割木を使用したが，昭和6
年以降は，カラマツがその主要材料となっていた.昭和31年における針・広別割合は，
坑木22:68，矢木25:75と広葉樹材の比重が高いものとなっていた. (向上 p.608~609 
参照)
こうした石炭生産における資材としての木炭の位置はp その採炭方法の進歩とともに減
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表 3 ~ 3 北炭々鉱の木材消費量と原単位
大正3年
9 
14 
昭和9年
15 
19 
23 
25 
32 
|木材!}Jf:1iUL:!総消費量 |原単位 |器
(千石) (石)
490 360 
790 308 
589 208 
286 101 
787 186 
1，326 251 
1，030 391 
829 260 
569 154 
占ミ
数
100 
86 
58 
28 
52 
70 
109 
72 
43 
注 1) I北炭七十年史」資料 p.62，18表よ
り作成.
2)原表では原単位はトン当りとなって
いるが，ここでは 1，000トン当りに
修正してある.
3)なお，木材消費量では昭和19年が，
原単位では向23年がそのピークであ
る.
少するのであるがp 昭和32年当時のその石炭
1トン当り経費約 1，141円の20%(226円)を
しめていた なお， 32年における石炭1トン
表 3-4 石炭 1トン当りの消費資材価格
構成比(北炭・ 1957年頃)
資 材
坑 木
その他木材
機械部品・瓦石類l
その他雑品I
石 炭
軌条・綱管・鋼索l
鋼材・その他金属i
銅製品
鉄柱カッベ
坑枠
電線及電気用品
火薬類
工具・器具・備品類
コンベヤー・ベノレトl
及ゴム製品j
I出
セ メ 二/ ト
構成比(%)
13.9 
5.9 
18.3 
10.7 
10.6 
9.8 
9.2 
7.5 
3.3 
3目1
3.0 
2.5 
1.1 
1.1 
注) I~ヒ炭七十年史」資料編より作成
なお I七十年史」資料p.62(18表)によ
れば，昭和32年の木材購入価格は226円で
あった したがって，その 1t当り資材総
額は 1，141円となる.
当り木材使用量は，坑木0.131石，その他0.023石，計0.154石であった. (表3-3および
3-4参照)
(2) 社有林材の位置と役割
創立当初の北炭の社用木材は r事業用としての必要な木材類は近辺の官林から容易に
供給を受けることができたJ (Ii'北炭山林史dJp. 10)のであるが，明治28年 (1895)頃にな
ると r…，年々社内において使用する木材の消費高は48万石にのぼり p その半数は官林
または御料林からの立木のまま払下げをうけp 会社にて造材を行ない，不足分は業者から
買上げるのを例とした・J(1i'70年史dJp.70) となっている.
つまり，直営の素材生産と買材によっていたので『あった.しかしすでにのべたよう
にp 日清戦争のブームのなかで，買材は rしばしば商人の価格吊上げをほしいままにし」
(Ii'北炭山林史dJp.10)たので，これの牽制のため，山林経営にのり出すのであった.した
がって，その土地取得(貸与)は r当社は貸付許可と同時(明治31年…有永)に栗山およ
び雨龍伐木所を設けて伐採に着手したところ，社用材の供給を潤沢にするとともに，民間
購入価格を牽制する効果は顕著なものがあったJ (1i'70年史dJ.p.71)とされるように3 まず
何よりもその土地上の立木取得 (1日法では地上立木は無償払下げ)が目的であり，その結
果は購入価格の低下をもたらしている.
この社有林伐採量の社有材供給量にしめる位置についてはp 初期の資料は存在しない
が，大正7年 (1918)以降についてみると表3-5のようになっていた.この表に示すよ
うに，昭和前期まではその比率は1O~20%内外であったが，戦時経済下になると90%近く
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が社用に供給され，まさに「社有林」としての役割を果たすことになっている.これにつ
いて，1f'70年史』は， 118年 (1943) には東北地方林材の県外移出が禁ぜられたので，道内
炭砿は例外なく坑木餓鐘に直面した.この時代のささえとなったものこそ，多年育成した
山林であって P 他社の狼狽をよそに紳々として当面の窮境状態を乗切ることができたので、
あるJ (向上 p.437) としている.
では，この社有林供給量は，北炭の社用材(坑木 ・製材原木)にいかなる位置をしめた
かを示したのが表3-6である.これに示すように3 この社有林材の供給量がその社用材
に一定の地位を しめたのは，戦時経済から戦後にかけてのみであ り，そのピークの20~21
年だけがその使用量の減小するなかで30%以上となっている.
以上のように，北炭における巨大林野所有とその山林経営による木材供給量は，平時に
おいてはその総入荷量の 4~5%をしめるにすぎずp その存在自体は，北炭の砿山経営の
不可欠の部門を構成してはいなかったので、ある.それはp 戦時においてつまり緊急事態に
年 度 制総伐採量|倒社附量 lzx100 |同左補正値
(千石) 9 (千石)
明治 33~ 41年 1，157 
大正 2~ 6年 191 ワ
大正 7~昭和 9 年 3.253 244 7.5 11.5 
昭 和 9~ 17年 1.513 256 16.9 26.0 
昭和 18~ 25年 1.868 1.102 59.0 90.8 
昭和 25~ 32年 763 138 18.0 27.9 
注 1) í~ヒ炭山林史J p.137 (63・64表)， p.140 (66表)p.143 (69表)p.144 (70表)p.147 (74表).
およびp.142(67表)p.144 (71表)p.148 (75表)より作成.
2)伐採量は立木材積，社用供給量は製品材積となっているため，歩止りを考慮 (65%)した
補正値を掲げた.
表3-6 木材総入荷量にしめる社有林材構成
社有林材供給量比率(%)
年度 入荷総量 社有林材供給 量 総 計|坑 木 l製材原木
昭和12~17年 (千石)1 5AI 5s 1 32 
18 1.150 128 11.3 11.5 9.0 
19 1.270 165 12.9 12.9 13.6 
20 736 247 33.6 34.3 25.5 
21 500 158 31.6 33.1 21.3 
22 909 160 17.7 17.3 23.7 
23 1，125 143 12.7 12.8 11.6 
24 838 105 12.3 12.8 72 
25 744 73 9.7 9.5 13.0 
26~32年 3ω 166 1 4.3 1 7.5 
注 1)表3- 5に同じ 67表.71表.75表より作成.
2)表3-3表の木材消費量とこの入荷総量は一致Lていない.
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おし、て一定の役割を果たしえたので、あり，その役割も 自給自足にははるかに遠く，購買価
格の牽制を果たす程度の補完的役割にすぎなかった.つまり，この巨大所有は r産業備
林」としては，まさに危機に備えるとL、う意味での「備林」としての意義しかもちえなか
ったのである.
このことは，明治30年代以降，北海道において「産業備林」として国家的所有地からの
払下げによって成立したすべての巨大所有に共通することであり，同時に，わが国におけ
る産業備林の歴史的性格を示すものであった.そして，戦後においても，60年代前半まで
は，こうした産業用資材 ・原料の大半は国有林から低価格で供給されたので、あり，国有林
こそが，わが国におけるこうした資本の産業備林の役割を果たしたので、あった71
このことは，国有林経営からみれば，資本の吸着 ・収奪81に外ならず，その結果は， 国
家財政による寄生91とともに，今日における国有林経営の経営危機(資源 ・赤字問題)の
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2，899 
294 
208 
362 
3，762 
2，153 
558 
597 
525 
117 
136 
1，935 
28，日6
図3-1 北炭社有林の位置図 (1957年)
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要因のーっともなっている.
なお p 昭和32年 (1957)末の，北炭の社有林の配置を図3-1に示しておく .
注 1)すでにのべたように，オーベノレ ・シュレージェンのユンカー経営における製鉄業は，木炭炉
に基礎をおき，したがってその巨大所有にその結合経営の自然発生的基礎をもっ，これに対して，こ
の北炭の結合経営は基本的にそうした必然性をもっていないこ とに注目せよ. (第2章注10参照)
2)この旧法による「植樹地」の貸下処分は総計で約7万町歩であった. 北炭の1.7万町歩はそ
の24%をしめるが，その具体的資料はないが貸下地のかなりの部分が着業できずに「返地処分」とな
っており，実質的には5割近くであったと推定される.(Il'北炭山林史.!Ip.15参照)
3)船越は r封建制の徹底的な解体なしに資本制社会に移行する後進資本主義国家 でも， 国家
的林野所有を基礎に，木材需要と林業生産力の飛離を国みずからの課題とし，早熟的に育林生産に移
行するものが多L、j (傍点ー有永) (船越昭治 「資本主義の発展と林業 ・林政j (前掲「現代林業経済
論.!Ip.79参照)とする.私見によれば，明治20年代までの，土地 (林野)所有の確立に関わる地主直
営造林をふくめて，その後のわが国における人工造林の展開は，木材の商品化を契機とする商品生産
としてのそれではなく ，むしろ，その土地政策および上からの資源政策(治山・ 治水と資源造成)を
基礎とするものであり，早熟的展開こそがその常態であった.その林業政策における起点は，明治30
年 (1897)における治水三法の 1つと しての森林法であり ，その具体的展開が， 国有林特別経営事業
(同32年).森林治水事業(同44年)とこれに連動した「部落有林野統一事業j (同43年内務 ・農商務両
次官通達 「公有林野整理開発ニ関スル件j，中尾英俊『林業法律』農林出版， 1974， p.29参照)であっ
た.したがって，わが国における人工造林の展開を，一般的に木材の商品化を契機とする採取林業か
ら育成林業への発展として，歴史段階的に把握することは問題がある.
このことは，その造林の社会経済的諸形態(地主直営造林， 寄生地主造林，共同体造林， 農民造林)
の展開と ともに，その歴史的事実に照ら して再検討される必要がある.
4)改正法の原案では， この売払い価格は当初ー町歩につき 3円であったが，これは貴族院での
審議経過で1.5門に修正されている. (Il'北海道農地改革史上』前掲 p.109および p.177~178参照)
5) この農地の「解放」は r自作農創設はなにより もまず小作争議対策であ り，争議当事者た
る個々の地主によって行なわれるが，やがてこれが国家的規模で、の地主制の調整政策となるに至り，
大地主を中心とした耕地・未墾地の売却=売り逃げに広く道が関かれる」といった性格をもつもので
あった.(湯沢誠「北海道における資本と農業」伊藤俊夫編「北海道における資本と農業』農総研
「日本農業の全貌叢書 No.3.!11958所収，p.131)つまり北炭の農地所有は，その形成においてもまた
解体においても，国家政策を起点、と し，基礎としたのであった.
6) この資本による戦後，北海道の新な林野所有再編の動向については，梶本孝博「北海道にお
ける民有林所有構成の再編過程に関する実証的研究j (Il'北大演習林研究報告.!I35巻第二号，1978)の
「第 4章製紙資本 ・巨大木材関連産業資本等による林野集積の実態と展開」を参照.
7)木材をその基礎原料素材とする紙・ パルプ産業においても同様である rこのような事情(樺
太 ・北海道の未開地国有林の存在一有永)から，わが国のパノレプ資本は，その原料基盤を確保するた
めに社有林を自ら所有し， 造林をふくめた山林経営に進むことはなかったので、ある .j また r……，
王子製紙は大正年間に北海道において国有未開地の売払い処分を受けている場合も少なくないが，し
かしこれは， 意識的に社有林化を企図したものではなく ，剰余金の資産造成投資としておこなわれた
ものが多かった.j (栗原東洋「紙 ・パルプ資本と産業備林」鈴木尚夫編『紙・パルプ~現代日本産業
発達史12.!1交詞社1967，第4章第二節所収 p.270)たとえば，昭和8年の三社合併以後の北海道にお
ける王子製紙三工場(苫小牧 ・江別 ・釧路)の原木調達量にしめる社有林材の比重は，以下の表のよ
うであった. この昭和11~1 3年の比重の増大は国有林材の価格上昇に対応するものであった. (Il'王子
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製紙山林事業史』 農林出版;1976， p. 294~297参照，執筆担当，安藤嘉友)
注) 3ー 7付表 紙・ パルプ産業における社有林材の位置(北海道王子製紙)
年 度 |塁 調達主 |品林材ふ 年 度 総原調達量木 I社同有林材比左率
(千石) (%) (千石) (%) 
(昭9)1934 1，820 11.2 1942 2，628 18.2 
35 2.166 19.1 43 1，992 20.8 
36 2.053 34.8 44 1，746 13.8 
37 1，904 28.5 (昭20) 45 1，078 12.9 
38 2，155 29.5 46 1，086 12.7 
39 1，842 16.9 47 1，443 15.8 
40 1，658 19.4 48 1，717 14.7 
41 2，510 15.8 49 1，918 16.5 
注 1)向上 r王子製紙山林事業史」第107表 (p.294~295) より作成.
2)なお，王子製紙の戦後 「制限会社令」による分割直前(昭和24年)北海道における所
有面積は王子製紙79，600ha，王子造林17，000ha，計 96，600haであった.(北海道山
林史p.435参照)これは，紙 ・パルプ産業はもちろん，わが国におけを最大の巨大所
有であった.
8) この 「吸着」と 「収奪」については，奥地正「現代日本資本主義と林業 ・山村J (林業構造
研究会編 r日本経済と林業 ・山村問題』東大出版，1978，所収)p.4参照
9) r寄生」 については，向上および拙稿「地域林業政策と山村・ 固有林問題J ("'林業経済dlNo. 
428， 1984年6月)参照.
Summary 
1. Purpose of Study 
The purpose of. this study is in the analysis of the problem of land-ownership 
in the modern capitalism of Japan. 
2. Object of Study 
The object of this study is the land-ownership of HOKUTAN Co. which is 
one of the largest in J apan and Hokkaido. 
3. Composition of this paper 
This study constructs 7 chapter. It is wirtten 3 chapter in this paper and 
another will be printed in next. 
1) Historical formation of land-ownership in Japan and Hokkaido. 
2) Foundation and historical development at HOKUTAN Co. 
3) The historical formation of the land-ownership in HOKUTAN Co. 
4) The base of historical development in this Iand-owners-management. 
5) Business at historical development of its land-owners-management. 
6) Summarization 
7) Histrical material for this study. 
4. Conclusion of this paper 
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The auther analyzed the historical formation of the largest land-ownership in 
connection with its system in Hokkaido and the development of HOKUTAN Co. 
Its historical base are explained as feudalistic relations of production under the 
landowners economy. 
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